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今回、日本全国の 55 都市の自治体から SDGｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモデル事業5 

に関する提案がなされ、30 のＳＤＧｓ未来都市及び 10 の自治体ＳＤＧｓモデル事業を選6 

定した。多くの自治体から、ＳＤＧｓ未来都市及び自治体ＳＤＧｓモデル事業に関する提案7 

が提出されたことは歓迎すべきことである。日本の地方自治体におけるＳＤＧｓの広がり8 

を感じることができた。今回、ＳＤＧｓ未来都市及びＳＤＧｓモデル事業が選定され、事業9 

が実施されることにより、今後ＳＤＧｓに取り組もうとしている自治体の良い先駆例とな10 

ることを強く期待している。 11 

 12 

ＳＤＧｓ未来都市に関する提案については、都市の規模に関わらず、自らの自治体の固有13 

の事情や特色をよく理解し、課題設定及び課題解決の提案を行ったことが高く評価された。14 

また、優れたモデル事業の提案は、当該提案自治体が、経済・社会・環境の三側面の統合を15 

強く意識しモデル事業を設計するとともに、補助期間終了後の自立性やビジネスセクター16 

との意欲的な連携を織り込んだ自律的好循環を導く具体的かつ実現可能性のある事業計画17 

を、書類審査及びヒアリング審査の中でよく説明していた。 18 

提案の中には、連携を意図した包括的な提案から分野を限定した提案まで多種多様なも19 

のが見られ、これらの提案は、ＳＤＧｓ達成に向けた今後の資産となるものと確信している。20 

分野を限定した提案については、三側面の統合というＳＤＧｓの理念を踏まえ、当該提案が21 

多様なＳＤＧｓの達成にいかにつながるかというストーリーを論理的に説明することで、22 

ＳＤＧｓモデル事業としての位置づけが明確になるものと考える。 23 

選定されたモデル事業においては、引き続きＳＤＧｓの基本的な視点（目標からのバック24 

キャスト、連関、測定）を意識した制度設計を行い、自律的好循環のためのモデルの検討・25 

運用、自治体間の多面的な連携などを踏まえた、事業実施を期待する。 26 
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また、提案全般に関しては、都市によってＳＤＧｓについての基本的な理解度に差があり、28 

取組の程度も多様であるように見受けられた。今後、内閣府による自治体ＳＤＧｓの普及展29 

開によって、更にＳＤＧｓへの理解を深め、自らの自治体の計画及び執行体制にＳＤＧｓを30 

取り込み、国内・国外の自治体を始めとする国際社会や多様なステークホルダーへと発信し31 

ていくことを強く期待する。 32 

 33 

今後とも、2020 年までに日本全国の３割の自治体がＳＤＧｓの達成に向けて取り組むよ34 

うに、全国の自治体の一層の取組を期待する。 35 


